
金沢工業高等専門学校 基準３ 

基準３．教員及び教育支援者 

（１）観点ごとの分析 

観点３－１－① 教育の目的を達成するために必要な一般科目担当教員が適切に配置されているか。 

（観点にかかる状況） 

・本校の一般教育課程の運営実施に必要な教員は確保され、高専設置基準を満たしていると認識して

います。（資料３－１－①－１「教員配置状況」） 

・本校の特色化を図るため英語教員を多く配置しています。（資料３－１－①－２「教員（一般科目・

学科別）配置状況」） 

（資料３－１－①－１） 
「教員配置状況」(平成17年５月１日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料３－１－①－２） 

「教員（一般科目・学科別）配置状況」 

氏　名 専門分野 氏　名 専門分野

青木 敏彦 教授 数学 堀岡 雅清 教授 校長 電子・電気材料工学

作宮 和泉 教授 進路指導副主事 物理学 香林 利男 教授 学科長 電力工学・電気機器工学

壽時 廣 教授 教務副主事 英語学 表 義憲 教授 進路指導主事 電力工学・電気機器工学

大慶 清 教授 スポーツ科学 下谷 俊昭 教授 通信工学

半田 敬 教授 日本文学 直江 伸至 教授 電力工学・電気機器工学

向井 守 教授 英語学 林 孝広 助教授 通信工学

佐藤 守 教授 教務主事 数学 南出 章幸 助教授 計測工学

大崎 富雄 助教授 日本文学 土地 邦生 講師 電子・電気材料工学

大原 しのぶ 助教授 英語学 石黒 泰治 講師 電力工学・電気機器工学

佐伯 彦 助教授 数学 金光　学 教授 学科長 機械材料・材料力学
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教　　授 助教授 講　　師 助　　手
昭

助教授 絵画・デザイン 杉森　勝 教授 機械材料・材料力学

美 助教授 複合化学 天日三知夫 教授 設計工学・機械機能要素

俊也 助教授 学生副主事 スポーツ科学 堀　隆一 教授 機械力学・制御

亮子 助教授 数学 松井　洋 教授 機械材料・材料力学

・ｹﾞｲﾛｰﾄﾞ 講師 英語学 山田弘文 教授 研究主事 生産工学・加工学

ｻｰｼﾞｪﾝﾄ 講師 英語学 古屋栄彦 助教授 機械力学・制御

ﾂｴﾀﾞ 講師 英語学 今澤 明男 教授 学科長
人文社会情報学・
経営情報システム

ﾞﾘｰ・ﾁｰ 講師 英語学 海法 俊光 教授 学生主事 船舶海洋工学

臣仁 講師 英語学 榊原 東一郎 教授 計算機システム

ﾔｽﾏﾂ・ﾊﾅ 講師 英語学 田村景明 教授 通信・ネットワーク工学

純光 講師 日本史 村本 絋 教授
人文社会情報学・
教育情報システム

川崎順治 助教授 知覚情報処理

ﾄﾞﾘｰﾝ・ｹﾞｲﾛｰﾄﾞ 助教授 英語学

野は平成17年度科学研究費補助金細目表に基づく） 中川秀敏 助教授 教務副主事 通信・ネットワーク工学

中沢政幸 助教授 知覚情報処理
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金沢工業高等専門学校 基準３ 

（分析結果とその根拠理由） 

・本校の一般教育課程の運営に必要な教員は適切に配置されていると考えています。 

・英語教育は本校の特色として充実した体制が整備されていると考えています。 

・穴水湾自然学苑教育は学園の支援を受けて適切に実施されていると考えています。 

・数理教育は一部非常勤教員（資料３－１－①－３「非常勤講師の担当科目及び週時間数」：訪問調査

時閲覧資料）の応援を求めていますが、いずれの方も高等学校を定年退職されたベテラン教員であ

り、適切に実施されていると考えています。 

 

 

観点３－１－② 教育の目的を達成するために必要な各学科の専門科目担当教員が適切に配置されて

いるか。 

（観点にかかる状況） 

・本校の専門教育課程の運営、実施に必要な教員は確保されていると考えています。 

・高専設置基準から判断しても、教員数は充足しており、教育運営上は問題がないと考えています。しか

しながら、本校は現場技術者養成を目的としており、教員の専門性という観点の他に、企業出身者によ

る、より実務的な課題や研究に対するアプローチが教育現場において必要であると感じています。 
 特にネットワーク関連及びロボティクス関連の技術現場における変革は著しく、より実務的な教員の補

充が必要であると考えています。 
・学務運営の円滑化を図るために、金沢工業大学大学院生を本校のＴＡ（ティーチング・アシスタント）

（資料３－１－②－１「ＴＡ採用状況」：訪問調査時閲覧資料）として採用しています。また、学園の

技術職員（技師）、（資料３－１－②－２「学園の技術職員（技師）一覧」：訪問調査時閲覧資料）が実

験や実習に協力することで、授業運営を措置しています。 
・実験実習科目の一部において金沢工業大学の学生をＳＡ(スチューデント・アシスタント)として採用し、
補助的業務を措置しています。（資料３－１－②－３「ＳＡ採用状況」：訪問調査時閲覧資料） 
（分析結果とその根拠理由） 

・著しい科学技術の進展の中で教員は各分野の専門家として常に新しい知識の獲得に努力する必要が

あります。しかしながら、学際的領域ともいえるネットワーク及びロボティクスの専門分野は特に

進歩が著しく、より実務的な人材の確保がままならない中で、現有の教員の努力によって必要な運

営がなされています。 

・今後中長期的な課題として、企業出身の現場技術者等の採用や産業界における人材の活用を視野に

入れた教育の活性化を推進していくこととしています。 

・学園の技術職員や金沢工業大学のＴＡ、ＳＡによって、教育運営上必要な補助者は適切に確保でき

ていると考えています。 

・ＴＡやＳＡの採用は、本校の卒業生を優先しています。本校での教育を経験していることが業務運営の

円滑化に役立っていると考えています。 
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金沢工業高等専門学校 基準３ 

観点３－１－③ 専攻科を設置している場合には、教育の目的を達成するために必要な専攻科の授業

科目担当教員が適切に配置されているか。 

   
該当ありません。 

 

観点３－１－④ 学校の目的に応じて、教員組織の活動をより活発化するための適切な措置（例えば、

均衡ある年齢構成への配慮、教育経歴や実務経験への配慮等が考えられる）が講じ

られているか。 

（観点にかかる状況） 

・専門分野における教員の年齢構成が高いと認識しています。（資料３－１－④－１「教員年齢構成一

覧表」）ここ数年、若手教員の採用を進め、平成11年から平成17年の間に35歳以下の若手教員９名を

新規に採用してきましたが、まだ十分とはいえません。（資料３－１－④－２「教員の採用状況（過

去７か年）：訪問調査時閲覧資料」 

 

（資料３－１－④－１） 

「専任教員年齢構成一覧表」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

教　授 1 3 3 7

助教授 1 3 1 2 7

講　師 2 3 1 1 7

助　手 0

計 2 4 1 3 2 6 3 21

教　授 1 1 3 5

助教授 1 1 2

講　師 1 1 2

助　手 0

計 1 2 1 1 4 9

教　授 5 1 6

助教授 1 1

講　師 0

助　手 0

計 1 5 1

教　授 1 1 1 2 5

助教授 1 1 2 4

講　師 1 1

助　手 0

計 1 1 2 1 3 2 10

教　授 0 0 0 0 1 2 1 10 9 23

助教授 0 0 2 1 5 2 0 4 0 14

講　師 0 2 4 1 0 1 0 1 1 10

助　手 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 2 6 2 6 5 1 15 10 47

合　　計

専任教員の年齢構成 平成17年５月１日現在

一般科目

電気情報
工学科

機械工学科

国際ｺﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ情報工
学科

24歳

以下

25歳 60歳

以上

40歳

～44歳

50歳

～54歳

55歳

～59歳～29歳

30歳

～34歳

35歳

～39歳

7

計
45歳

～49歳
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金沢工業高等専門学校 基準３ 

・本校では、学位取得を目指す教員に対して、クラス担任や部活動顧問の担当を外したり、授業担当

時間数を考慮するなど、教員の負担をできる限り軽減するための支援をしています。また、学位取

得に伴う留学制度を設けております。（資料３－１－④－３） 

 

（資料３－１－④－３） 

「学園の支援による学位取得・留学状況（過去６か年の学位取得）」 

 
 
 
 
 

 

・教員の研究活動に関しては、科学研究費補助金への申請を奨励すると共に創造技術教育研究所を設

置し、「教育を研究する」を合言葉に研究活動を推進しています。（資料３－１－④－４） 

 

（資料３－１－④－４） 

「科学研究費補助金申請件数・採択件数」 

 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

申請件数(A) 15 21 17 15 16 12 12

採択件数（B） 8 9 5 4 4 5 4

採択率（%）B/A＊100 53 43 29 27 25 42 33

採択額（千円） 8,400 15,500 7,100 6,800 4,800 6,900 7,100

氏名 職名 学位取得年月 留学の期間 留学先

田村景明 教　授 Ｈ15.３ Ｈ11.4～14.3 金沢工業大学大学院工学研究科情報工学専攻

林　孝広 助教授 Ｈ16.３ Ｈ10.4～13.3 金沢工業大学大学院工学研究科電気電子工学専攻

南出章幸 助教授 Ｈ12.３ Ｈ 9.4～12.3 金沢工業大学大学院工学研究科電気電子工学専攻

佐伯昭彦 助教授 Ｈ17.３ Ｈ14.4～17.3 兵庫教育大学大学連合学校教育学研究科

 

 

 

 

 

 

・本校の活動に貢献のあった教職員に対する表彰制度として、「理事長賞」があり、本校の教職員が過

去４か年の間に16名受賞しています。 

（分析結果とその根拠理由） 

・年齢構成の一部不均衡については、小規模校において一気にその是正は困難であります。熟達した

教員の授業には大きな魅力を感ずるものです。一方、若手教員によるはつらつとした授業にも魅力

があります。本校としては、こうした点を考慮しながら個人の能力を尊重し、時間をかけて是正を

図ってまいりたいと考えています。 

・学位取得への取り組み支援については、教員の希望があっても校務の都合によって、なかなか希望

を満たすことが出来ません。時間はかかりますが、これまでの取り組みを地道に積み上げてまいり

ます。 

・研究においては、教員の努力の中で一応の成果が得られていると考えています。一方で、科学研究

費補助金の採択件数が低く努力が必要であると認識しています。 
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金沢工業高等専門学校 基準３ 

観点３－２－① 教員の採用や昇格等に関する規定などが明確かつ適切に定められ、適切に運用がな

されているか。 

（観点にかかる状況） 

・教員の採用基準については、高等専門学校設置基準に基づく定めがありますが、さらに面接等を通

じて教育に熱意を持ち、本校の理念、信条、ビジョン、教育目標に理解と協力を約束する人材の確保

に努めています。また、昇格基準についても、教育研究業績を基礎とする定めが作られていますが、

当人の勤務状況、教育に対する熱意、学生指導の能力を考慮して一律の適用は行っていません。採用

及び昇格については、いずれも校長が原案を作成し学園人事委員会及び理事会の議を経て決定されま

す。（資料３－２－①－１「教員の昇格状況（過去６か年）」：訪問調査時閲覧資料） 
（分析結果とその根拠理由） 

・本校では教員の任用基準（資料３－２－①－２）及び教員の昇任基準（資料３－２－①－３）を定

めています。 
・その上で、校長が教員に求めている最も重要な評価基準は「教育に対する高い情熱の維持」にあり、

「教員の服務」（資料３－２－①－４）が定められています。 

・校長は、教員との面談等を通じて、教員の評価を適切に行っていると認識しています。 

・教員の人事は校長の専決事項としての合意が形成されており、校長が作成する教員人事の原案は、

学園人事委員会及び理事会において、これまで否決された例はありません。 
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金沢工業高等専門学校 基準３ 

（資料３－２－①－２） 

「金沢工業高等専門学校教員任用基準」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 本校の教員の任

本基準に基づくも

２ 本校の教員とな

ればならない。 

３ 本校の教員とな

た教育、研究指導

４ 基準第 11 条１項

５ 基準に定める教

ての優れた知識、

(1) 公刊された著

(2) 発明、特許、

(3) 教育研究、技

６ ５の項目につい

に顕著なもののい

７ ５の項目につい

が顕著なもののい

８ 本基準は、本校

 

 

附 則 

１ この基準は昭和

２ この基準は平成

 

 

 

金 沢 工 業 高 等 専 門 学 校 教 員 任 用 基 準 

用については、高等専門学校設置基準(以下「基準」という。)によるほか、

のとする。 

る者は、本校の建学の精神を理解するとともに、その継承、実践に努めなけ

る者は、社会の規範たる高潔な人格と豊かな識見を併せ持つとともに、優れ

能力を有していなければならない。 

３号の在職期間は、教授が 15 年以上、助教授が 10 年以上とする。 

育、研究に関する実績、技術に関する業務の実績ならびに特定の分野につい

経験等の審査は、次の各項目による。 

書、論文、報告等 

発見または設計、考案等 

術及び学事運営等に関する実績 

て教授になれる者は、(1)２編以上 (2)２件以上 (3)実績に対する評価が特

ずれか有する者とする。 

て助教授になれる者は、(1)１編以上 (2)１件以上 (3) 実績に対する評価

ずれか有する者とする。 

専任教員に適用するほか、本校が必要とするその他の教員に準用する。 

61 年４月１日より施行する。 

14 年４月１日改正し、即日施行する。 
 

 

（出典 「金沢工業高等専門学校関係規則集」P.81） 
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（資料３－２－①－３） 

「金沢工業高等専門学校教員昇任基準」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 「金沢工業高等専門学校関係規則集」P.82） 

 

金 沢 工 業 高 等 専 門 学 校 教 員 昇 任 基 準 

 

１ 本校の教員の昇任については、高等専門学校設置基準によるほか、本基準に基づくものとす

る。 

２ 助手としての勤務年数が３年を超えたものは、講師となる資格を有する。 

３ 講師、助教授が昇任することについては、次の各項目のいずれかの教育研究業績を評価する。

(1) 公刊された著書、論文、報告等 

(2) 発明、特許、発見または設計、考案等 

(3) 教育研究、技術及び学務運営等に関する実績 

４ ３の評価項目について教授になれる者は、(1)２編以上 (2)２件以上 (3)実績に対する評価

が特に顕著なもののいずれか有する者とする。 

５ ３の評価項目について助教授になれる者は、(1)１編以上 (2)１件以上 (3) 実績に対する

評価が顕著なもののいずれか有する者とする。 

 

 

附 則 

 この基準は昭和 61 年４月１日から施行する。 
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（資料３－２－①－４） 

「金沢工業高等専門学校教員の服務について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 「金沢工業高等専門学校関係規則集」P.83） 

金 沢 工 業 高 等 専 門 学 校 教 員 の 服 務 に つ い て 

                      

１ 教員の使命について 

① 教員は本学園創設の理念に立脚した建学の綱領に基づいて、重要な社会的使命を持っている

ことを認識し、教育と研究の遂行に不動の努力を重ね、その職務に専念することが使命です。

② 教員は、学園の名誉と発展を常に念頭に置くとともに、本校教員であることに高い誇りを持

たなければなりません。その行為が世間から注目されていることを自覚することが必要です。

③ 教員が矜持をもって、その服務に厳正な行動と節度を保つことは、本校が社会から厚い信頼

を寄せられていることからも、学生の尊敬を受け教育を完遂するためにも重要なことです。

人間形成の場としての学園において、その範となるよう心がけねばなりません。 

 

２ 使命の達成について 

① 本校は、わが国の代表的な工業高等専門学校たるべく、その充実発展に学園全体が一丸とな

って努力してきました。今後、さらにその目標に向け教職員全員が渾身の力を持って邁進し

ていかなければなりません。 

② この目標に向かう第一歩として、校内における教育研究はもとより、校外における研究等諸

活動においても第一級の成果を期し努力しなければなりません。また、その成果は、本校の

使命の達成と併せて学園の将来の発展に結び付かねばなりません。 

 

３ 本校の教育改革について 

① 本校は従来の教育課程や教育システムを見直し、「自ら問題を発見し、解決する」創造型人

材を育成するため、他の高等専門学校では類をみない「ハンズオン(ものづくり)教育」を教

育の根幹とする斬新な教育実践を展開しています。学生が中心、主役となる教育環境、教育

システムの創生に教員の積極的な参加、取り組みを強く要請します。 

 

 

附 則 

 この規定は平成７年４月１日から施行する。 
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観点３－２－② 教員の教育活動に関する定期的な評価を適切に実施するための体制が整備され、実

際に評価が行われているか。 

（観点にかかる状況） 

・ＫＴＣ教育評価委員会が平成15年度からＫＴＣ総合アンケート及びＫＴＣ授業アンケートを実施し

ています。（資料３－２－②－１「ＫＴＣ総合アンケート調査結果」）、（資料３－２－②－２「ＫＴ

Ｃ授業アンケート調査結果」） 

・全教員が、年度末に校務全般の活動について「教育の抱負及び実施に関する報告書（自己点検自己

評価書）」（資料３－２－②－３）を提出し、校長が評価しています。 

・校長は、教員から提出された報告書やＫＴＣ授業アンケートの結果を踏まえて、各教員と面談を行

い、必要な改善点を指摘することで次年度の計画立案と実施を教員に求めています。 

・また、各教員は、教育の実践目標を念頭に置いた自己点検評価を行うために、「教育改善への取組と

今年度の目標」（資料３－２－②－４）を作成し、昨年度の実績とその評価・反省の上に立って今年

度の目標を明確にし、授業改善に取り組んでいます。 

・各教員から提出された「教育の抱負及び実施に関する報告書」や「教育改善への取組と今年度の目

標」、「ＫＴＣ総合アンケート調査結果」、「ＫＴＣ授業アンケート調査結果」は、教育活動へのフィ

ードバックをするために各教員に配付しています。 

（分析結果とその根拠理由） 

・校長への報告書の提出と面談を通じて、本校教員の評価が行われていると考えています。また、Ｋ

ＴＣ教育評価委員会が実施するＫＴＣ授業アンケートは、各教員の教育方法の改善等に活かされ、

教育の向上に繋がるものと考えており、校長を中心とする適切な評価体制が整備されていると考え

ています。 

 

- 52 - 



金沢工業高等専門学校 基準３ 

- 53 - 

（資料３－２－②－１） 

「ＫＴＣ総合アンケート調査結果」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

107＜7＞ 調査票見本

97＜6＞ 教員の満足度に関して

85＜5＞ 人材の能力に関して

71＜4＞ クラスメートと自分の学生生活の過ごし方に関して

61＜3＞ 学生の満足度に関するまとめ

9＜2＞ 学生の満足度に関して

1＜1＞ 本調査の全体像

107＜7＞ 調査票見本

97＜6＞ 教員の満足度に関して

85＜5＞ 人材の能力に関して

71＜4＞ クラスメートと自分の学生生活の過ごし方に関して

61＜3＞ 学生の満足度に関するまとめ

9＜2＞ 学生の満足度に関して

1＜1＞ 本調査の全体像

INDEX

＜1-1＞ 全体概略
調査の目的

本調査は下記の目的に従って実施した。

本調査は金沢高専の現在の状況を把握し、今後の教育改善を考えるための情報を収集することを主目的とする。

また、この調査企画では教職員にも金沢高専の評価を聞き、学生との意識の違いを見いだすことで、学生のための学校づくりを考える
ためのヒントを得ることも目的とする。

本調査は、将来的に継続して実施していくことで金沢高専の評価の変化を時系列で確認することを前提として設計している。今回は平
成15年度の調査に続く2回目であり、時系列による状況の変化を把握することが可能となる。

調査の概略

今回の調査の概略は下記の通り。

• 終業式前に配布し、学内で回収した。（配布：1月28日、回収締切：2月14日）

• 有効回答数　　56サンプル
教職員

総回収数は649サンプル（昨年は811サンプル。ただし、卒業生、企業担当者も含む。詳細は後述）総回収数

調査票による自記入式調査とした。（配布方法は下記の通り、学内での配布と郵送式）

なお、全て無記名式とした。
調査概略

• 今回は実施せず。5年に1回実施する予定で、次回の実施は平成20年度の予定。企業担当者

• 今回は実施せず。5年に1回実施する予定で、次回の実施は平成20年度の予定。卒業生

• 卒業式前に配布し、学内で回収した。（配布：2月10日、回収締切：2月10日）

• 有効回答数　　116サンプル
5年生

• 終業式前に配布し、学内で回収した。（配布：2月18日、回収締切：2月18日）

• 有効回答数　　1年生：135サンプル、2年生135サンプル、3年生98サンプル、4年生109サンプル
1年生～4年生

内容項目

有限会社　アイ・ポイント集計

学校法人　金沢工業大学調査主体

対象者と実施方法

• 終業式前に配布し、学内で回収した。（配布：1月28日、回収締切：2月14日）

• 有効回答数　　56サンプル
教職員

総回収数は649サンプル（昨年は811サンプル。ただし、卒業生、企業担当者も含む。詳細は後述）総回収数

調査票による自記入式調査とした。（配布方法は下記の通り、学内での配布と郵送式）

なお、全て無記名式とした。
調査概略

• 今回は実施せず。5年に1回実施する予定で、次回の実施は平成20年度の予定。企業担当者

• 今回は実施せず。5年に1回実施する予定で、次回の実施は平成20年度の予定。卒業生

• 卒業式前に配布し、学内で回収した。（配布：2月10日、回収締切：2月10日）

• 有効回答数　　116サンプル
5年生

• 終業式前に配布し、学内で回収した。（配布：2月18日、回収締切：2月18日）

• 有効回答数　　1年生：135サンプル、2年生135サンプル、3年生98サンプル、4年生109サンプル
1年生～4年生

内容項目

有限会社　アイ・ポイント集計

学校法人　金沢工業大学調査主体

対象者と実施方法
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（出典 「平成16年度 KTC総合アンケート調査結果」目次、PP.3～4） 

 

（資料３－２－②－２） 

「KTC授業アンケート調査結果」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査内容

各属性別に実施した主な調査項目は下記の通り。

×●●●●●選択肢学生生活の過ごし方に関して

●

●

●

×

●

●

×

×

●

教職員

●●●●●選択肢式＆自由記述金沢高専に関して

●××××選択肢式＆自由記述人材像に関して

×××××選択肢式KIT-IDEALSに関して

×××××選択肢式教員業務に関して

●●×××選択肢式＆自由記述就職・進学に関して

自由記述

選択肢式＆自由記述

選択肢式＆自由記述

選択肢式＆自由記述

質問形式

●●●●●施設や設備などに関して

●●●●●学生生活に関して

●●●●●教員に関して

●●●●●授業に関して

5年4年3年2年1年質問分野

×●●●●●選択肢学生生活の過ごし方に関して

●

●

●

×

●

●

×

×

●

教職員

●●●●●選択肢式＆自由記述金沢高専に関して

●××××選択肢式＆自由記述人材像に関して

×××××選択肢式KIT-IDEALSに関して

×××××選択肢式教員業務に関して

●●×××選択肢式＆自由記述就職・進学に関して

自由記述

選択肢式＆自由記述

選択肢式＆自由記述

選択肢式＆自由記述

質問形式

●●●●●施設や設備などに関して

●●●●●学生生活に関して

●●●●●教員に関して

●●●●●授業に関して

5年4年3年2年1年質問分野

集計に関して

今回の調査結果は基本的に下記の方針で集計、分析を行っている。ただし、これらの内容と異なる際には各ページに注意書きをつけている。

• 幾つかの項目で昨年度との比較を行ったが、調査対象者の違い、集計に含める範囲の違いなどにより、同じ切り口の集計結果でも結果が昨年度の
ものと異なるものがある。

• 特に、昨年度は卒業生が対象者であったので、学校の評価として卒業生の回答結果も集計に加えていたが、今回は対象ではないため集計には加え
ていない。また、昨年度は教職員を加えて集計していた点に関しても、純粋な学生の意見を見るために今年度は加えていない点などがある。

• ただし、今年度の集計に関しては、全て集計対象者を統一しており、同一条件で比較できるものとなっている。

昨年との比較に

関して

• 折れ線グラフは主に時系列変化を見る際に利用されるが、この報告書では加重平均を属性毎に比較する際に、本来の棒グラフでは見にくくなるため
に折れ線グラフで表現している。

グラフに関して

• 各調査項目を属性毎に比較するために、加重平均値を多く活用している。

• 今回の調査では選択肢が、「そう思う～どちらかといえばそう思う～どちらかといえばそう思わない～そう思わない」などのように4択式で構成した。なお、
「あてはまらない、分からない」は無回答として処理した。

• 加重平均は上記の選択肢に、+10点、+5点、-5点、-10点を掛けて回答者数で除して算出した。従って、最高点が10点で最低点がマイナス10点となる。

• 「あてはまらない、分からない」「無回答」は回答者数に含めていない。

加重平均に関して

注意点分野

• 幾つかの項目で昨年度との比較を行ったが、調査対象者の違い、集計に含める範囲の違いなどにより、同じ切り口の集計結果でも結果が昨年度の
ものと異なるものがある。

• 特に、昨年度は卒業生が対象者であったので、学校の評価として卒業生の回答結果も集計に加えていたが、今回は対象ではないため集計には加え
ていない。また、昨年度は教職員を加えて集計していた点に関しても、純粋な学生の意見を見るために今年度は加えていない点などがある。

• ただし、今年度の集計に関しては、全て集計対象者を統一しており、同一条件で比較できるものとなっている。

昨年との比較に

関して

• 折れ線グラフは主に時系列変化を見る際に利用されるが、この報告書では加重平均を属性毎に比較する際に、本来の棒グラフでは見にくくなるため
に折れ線グラフで表現している。

グラフに関して

• 各調査項目を属性毎に比較するために、加重平均値を多く活用している。

• 今回の調査では選択肢が、「そう思う～どちらかといえばそう思う～どちらかといえばそう思わない～そう思わない」などのように4択式で構成した。なお、
「あてはまらない、分からない」は無回答として処理した。

• 加重平均は上記の選択肢に、+10点、+5点、-5点、-10点を掛けて回答者数で除して算出した。従って、最高点が10点で最低点がマイナス10点となる。

• 「あてはまらない、分からない」「無回答」は回答者数に含めていない。

加重平均に関して

注意点分野

547調査票見本＜14＞

439５年生・科目別集計表＜13＞

317４年生・科目別集計表＜12＞

29創造設計・実験に関して＜５＞

227３年生・科目別集計表＜11＞

139２年生・科目別集計表＜10＞

59１年生・科目別集計表＜９＞

56全体のまとめ＜８＞

52達成度に関して＜７＞

39学年別・部会別結果比較＜６＞

23昨年度との比較＜４＞

5基本的集計＜３＞

4回答者の基本属性＜２＞

1全体概略＜１＞
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56全体のまとめ＜８＞
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39学年別・部会別結果比較＜６＞
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5基本的集計＜３＞
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1全体概略＜１＞
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（出典 「平成16年度 KTC授業アンケート調査結果」目次、PP.1～2） 

＜1＞全体概略
１）調査の目的

本調査は下記に挙げる目的に従って実施した。

本調査は金沢高専の学生から1年間に受けた授業に対する評価と満足度を聞き、属性による違いや過去の回答との比較などから、現
状を把握することを目的としている。

そして、一連の分析によって得られた情報を授業の改善に有効活用し、金沢高専全体の教育改善につなげていくことが最終的な目的
となる。

調査終了直後に作成した「速報版」は、各科目の担当教員が個別に1年間の授業の評価を振り返るためのものであり、本報告書は全体
の傾向を分析し、全体的な改善の方向性を検討するためのものである。

回収は上記の通りであり、学科別の速報版は延べ回答数で処理した。

最終報告書作成に関しては成績データを追加するために学籍番号のマッチングを行ったが、その際、学籍番号無記入のデータが84件見つかり、最終
報告書ではそのデータを除いて集計をした。従って、速報版の全体数値と最終報告書の内容がわずかに異なる点もある。

有効回答

内容項目

有限会社　アイ・ポイント集計

学校法人　金沢工業大学調査主体

・各授業の最終日に20分程度の記入時間を取って行った。
・調査票は学生が回収し、教員ではなく事務局に届けるものとした。

・回答用紙はOCR形式とし、回収後即座に読み込み処理を行った。
実施方法

239科目
前年度は教員が異なる同一科目は1つとして集計したが、今年度は別科目として集計した。対象科目

1年生：延べ回答数1,778　　　有効回答数1,743　　　　　　　　　　　　
2年生：延べ回答数1,800　　　有効回答数1,791　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3年生：延べ回答数1,419　　　有効回答数1,416
4年生：延べ回答数1,696　　　有効回答数1,668
5年生：延べ回答数1,661　　　有効回答数1,652
合計延べ回答数　8,354件　　合計有効回答数　8,270件

対象者

回収は上記の通りであり、学科別の速報版は延べ回答数で処理した。

最終報告書作成に関しては成績データを追加するために学籍番号のマッチングを行ったが、その際、学籍番号無記入のデータが84件見つかり、最終
報告書ではそのデータを除いて集計をした。従って、速報版の全体数値と最終報告書の内容がわずかに異なる点もある。

有効回答

内容項目

有限会社　アイ・ポイント集計

学校法人　金沢工業大学調査主体

・各授業の最終日に20分程度の記入時間を取って行った。
・調査票は学生が回収し、教員ではなく事務局に届けるものとした。

・回答用紙はOCR形式とし、回収後即座に読み込み処理を行った。
実施方法

239科目
前年度は教員が異なる同一科目は1つとして集計したが、今年度は別科目として集計した。対象科目

1年生：延べ回答数1,778　　　有効回答数1,743　　　　　　　　　　　　
2年生：延べ回答数1,800　　　有効回答数1,791　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3年生：延べ回答数1,419　　　有効回答数1,416
4年生：延べ回答数1,696　　　有効回答数1,668
5年生：延べ回答数1,661　　　有効回答数1,652
合計延べ回答数　8,354件　　合計有効回答数　8,270件

対象者

２）調査の概略

今回の調査の概略は下記の通り。

在校生数　1年生：135名

　　　　　2年生：135名

　　　　　3年生： 98名

　　　　　4年生：109名

　　　　　5年生：116名

5月20日報告書作成

授業データに対して学籍番号で成績をマッチング4月15日成績マッチングデータ作成
全学年最終報告書

速報版

備考時期ステップ学年

OCRにより処理2月25日に完了データ入力

2月28日～3月7日速報版作成

3月7日速報版完成

2月18日速報版完成

2月10日～2月18日速報版作成

各授業の最終日に実施

OCRにより処理
各授業の最終日に実施

2月17日～2月23日

2月9日に完了
2月2日～2月8日

調査実施

データ入力

調査実施

1～4年生

5年生

5月20日報告書作成

授業データに対して学籍番号で成績をマッチング4月15日成績マッチングデータ作成
全学年最終報告書

速報版

備考時期ステップ学年

OCRにより処理2月25日に完了データ入力

2月28日～3月7日速報版作成

3月7日速報版完成

2月18日速報版完成

2月10日～2月18日速報版作成

各授業の最終日に実施

OCRにより処理
各授業の最終日に実施

2月17日～2月23日

2月9日に完了
2月2日～2月8日

調査実施

データ入力

調査実施

1～4年生

5年生

３）実施スケジュール
今回の調査のラフスケジュールは下記の通り。

1. 加重平均：各調査項目を属性毎に比較するために、加重平均値を多く活用している。選択肢が、「そう思う～そう思わない」などのような段階的な選択肢に用いた。
加重平均は上記の選択肢に、+10点、+5点、-5点、-10点を掛けて回答者数で除して算出した。従って、最高点が10点で最低点がマイナス10点となる。無回答は
回答者数に含めていない。

2. 学年、成績及び６つのグループ[一般科目、語学科目、数理科目、電気情報工学科（電気電子工学コースを含む）、機械工学科、国際コミュニケーション情報工学
科（情報工学コースを含む）］による比較を行った。（本報告書では、便宜上これら６つのグループを“部会”と称する）

3. 平成15年度と平成16年度の比較を行ったが、下記の前提で集計した。
授業番号体系が異なっているため、6つの部会毎の比較は行っていない。
平成15年度の報告書では「評定なし」データも集計対象としたが、今年度は集計方法を統一して、「評定なし」のデータは集計対象外としたため、昨年度の
報告書と集計結果が異なる点があると思われる。平成15年度データでは「評定なし」のデータが684件あり、今回の集計ではそれらを集計対象外とした。

４）集計に関して

５）カイ２乗検定に関して

この調査では、学年毎、学科毎などでクロス集計を行っており、その属性間の傾向を探っているが、そこで統計的にその傾向を確認する方法として「カイ２乗検定」という
方法を使っている。
学年別にクロス集計を行うと学年の違いによって何らかの傾向が見られるが、どのような設問に於いても必ず差があるとは言い切れない。特に対象者が少なくなると偶
然に差がでることも考えられる。その偶然性を統計的に判断するのが検定であり、今回の集計では複数の選択肢同士のクロス集計なので「カイ２乗検定」という手法を
採用している。
「カイ２乗検定」の結果は「有意差あり」「有意差なし」の２つに分類され、「有意差あり」とはクロス集計した変数の間に何らかの関係性があるということであり、「有意差
なし」とは実際の数値的に差はあるが、その差はグループの特性によって出たものとは言い切れないということになる。
ここで注意しなければならないのは、「有意差なし」と判断されるということは、「２つの変数の間に関係がない」と言い切れるものではなく、「２つの変数の間に関係があ
ると積極的に判断できない」という解釈となることである。
一般的に100人規模のサンプル数ではクロス集計において20ポイント以上の差がなければ「有意差あり」とならない。また、400人規模のサンプル数であれば10ポイン
トの差で「有意差あり」となるという目安がある。
本調査はSPSSという統計ソフトでクロス集計を行い、カイ２乗検定を行っており、5％水準で有意差の有無を判断している。5％水準とは検定の結果が間違っている危
険性が5％あるということであり、統計学では一般的に5％水準で検定することが慣例となっている。
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（資料３－２－②－３） 

「教育の抱負及び実施に関する報告書（自己点検自己評価）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（出典 「平成16年度 教育の抱負及び実施に関する報告書」P.73 ） 
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- 57 - 

（資料３－２－②－４） 

「教育改善への取組と今年度の目標」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典 「平成17年度 教育改善への取組と今年度の目標」P.82 ） 
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「教育改善への取組と今年度の目標」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 「平成17年度 教育改善への取組と今年度の目標」P.83 ） 

 

観点３－３－① 学校において編成された教育課程を展開するに必要な事務職員、技術職員等の教育

支援者が適切に配置されているか。 

（観点にかかる状況） 

・本校の教育課程を展開するに必要な事務的、技術的支援の体制は、学園が設置運営する教育支援機
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構及び研究支援機構によって構築されており、各機構に所属する職員は本校及び金沢工業大学の教

育研究活動の支援を本務としています。 

・また本校の教育活動を支援するための事務職員として本校の専任事務職員３名の他、学園の教育支

援機構に所属する事務職員27名が支援体制を構築しています。 

・技術職員等については、基準３－１－②で述べた通り金沢工業大学の大学院生をＴＡ(資料３－１－

②－１「ＴＡ採用状況」：訪問調査時閲覧資料)、学部生をＳＡ(資料３－１－②－３「ＳＡ採用状況」：

訪問調査時閲覧資料）として採用する他、学園の教育支援機構に所属する技師31名(資料３－１－②

－２「学園の技術職員（技師）一覧」：訪問調査時閲覧資料)が教育活動を支援しています。 

（分析結果とその根拠理由） 

・本校専任の事務職員は少数ですが、学園が設置運営する教育支援機構の事務職員や技術職員の支援

や本校が採用するＴＡやＳＡによって本校の教育課程の運営は適切に行われていると考えています。 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・英語教員、特にネイティブ・スピーカーの配置が充実しており、本校が教育の実践目標として掲げ

ている「『英語教育』のさらなる向上」に向けて、15名程度の少人数による英語教育を可能とする教

員組織体制が構築されています。 
・毎年実施される校長と各教員との面談によって、校長は、各教員から提出された報告書や授業アン

ケート等を踏まえて必要な改善点を指摘し、方針を全教員個々に伝えることができます。また、校

長は、各教員の現状や思いを十分に把握することができます。 

（改善を要する点） 

・教員の評価とその改善に関する指導に校長の負担が大きく､また多くの点が校長に依存されており､

改善する必要があると考えています。 

（３）基準３の自己評価の概要 

一部の専門科目については、より実務的な教員の補充によりその充実を目指すこととしています

が、現在、一般科目及び専門科目の教員の配置は、適切に行われており、特に、英語教育に関する

教員が充実していると考えています。教員の年齢構成には一部不均衡が見られることから、若手教

員の採用を推進しています。また、教員に対する学位取得や留学を含むキャリアアップのための支

援など、教員組織の活動を活性化するための措置が講じられています。 
教員の採用基準や昇格基準は、「教員任用基準」及び「教員昇任基準」として定められています。 
教員の教育活動に関する定期的な評価としては、各教員による「教育の抱負及び実施に関する報

告書」の提出、それに基づく校長の評価、校長との面談、各教員の次年度の計画立案に関する｢教育

改善への取り組みと今年度の目標｣の作成、｢ＫＴＣ総合アンケート｣や学生の「授業アンケート」の

実施などを行っており、校長が教員の活動を把握・評価するシステムが整備され、機能しています。 
事務職員や技術職員等による教育支援の体制も学園が設置運営する教育支援機構の事務職員、技

術職員によって適切な支援が行われています。 

以上のとおり、教員の配置状況、教員の採用及び昇格の方法、教員の教育活動を評価する体制、

及び事務職員、技術職員等の教育支援者の配置の状況を総合的に判断すれば、現時点において相応

であると考えています。 
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